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研究成果の概要（和文）：本研究は企業行動がマクロ経済に及ぼす影響を明らかにすることを主目的としている。得ら
れた主な結果は以下の通りである。（1）1990年半ば以降に企業レベルのボラティリティは上昇する一方、マクロレベ
ルのボラティリティは上昇しない。（2）新規参入企業が多く雇用を創ることと既存事業所の退出確率を高めることを
明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The main purpose of this study is to examine the effects of firms' activities on 
the Japanese economy. Our main findings are summarized as follows. (1)Since the mid-1990, firm-level 
volatility increased, while aggregate-level volatility has remained low.
(2)We found that the large proportion of job creation is accounted for by new entry firms and new entry 
firms increase the probability that incumbents will exit.

研究分野： 生産性、企業動学

キーワード： 企業動学　経済成長　生産性
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1) 日本経済が長期にわたる低迷から脱却するた
め、ゼロ金利や量的緩和のようなマクロ経済政策、
金融ビックバン、会社法改正等の構造改革など、
さまざまな施策が実施されたにもかかわらず、日
本の経済状況はますます深刻化している。 
 
(2) このような現象は、一国のマクロ経済の変化
が、ミクロ単位である企業行動や成果に影響を与
えるだけではなく、ミクロ単位の変化がマクロ経
済の動きにも影響を及ぼすという、ミクロ単位の
行動とマクロ経済の相互作用、及び海外のマクロ
経済や企業行動の変化が及ぼす影響について十分
な理解が足りないことに起因していると考えられ
る。このような問題を新たな観点で分析する必要
があった。 
 
２．研究の目的 
(1) 本研究では、日本の企業動学パターンの変化
を確認し、その決定要因を明らかにする。 
 
(2) 日本のマクロ経済の実態や海外のマクロ経済
と企業の成長、及び日本企業のダイナミックスと
の関連を明確にし、日本経済の持続的な成長のた
めの政策的提言を行うことを目的にする。 
 
３．研究の方法 
(1) 実証分析に必要とする『工業統計調査』、『企
業活動調査』のような政府の個票データや金融関
連データ、民間調査会社等が提供する企業データ
を収集し、接合作業を行った。また、米国や中国
の企業データベースを購入し、企業動学のパター
ンとその決定要因を国際的な比較分析が可能な形
で整備した。 
以上のように整備された企業・事業所データを使
用して、構築された理論モデルに基づいて定量的
な分析を行った。 
 
（２） 研究推進体制は、理論チーム、生産性チー
ム、国際化チーム、金融チームの四つのチームを
分けて研究体制を構築し、理論モデル構築、デー
タ整備や分析作業を進めた。また、政府の個票デ
ータを利用するために、経済産業研究所の「サー
ビス産業生産性」研究プロジェクトと内閣府経済
社会総合研究所の「アジア経済のグローバル化と
ミクロデータを使用した企業・事業所のダイナミ
ックス」研究会と有機的な連携を持って研究を実
施した。 
 
（３）研究者を養成するためにポストドックを採
用し、共同研究を行うだけではなく、教育も行っ
た。村尾徹士さんを九州大学経済研究科の助教、
高準亨さんを青山学院大学経済学部の准教授に就
職させる成果があった。 
 
(4) 2015 年 3 月 30 日に韓国の西江大学にて当該
プロジェクトに最終報告に係わる国際ワークショ
ップ（WORKSHOP ON EMPIRICAL STUDIES ON FIRM 
DYNAMICS, JOB CREATION AND PRODUCTIVITY GROWTH 
IN EAST ASIA AND THE BEYOND））を韓国、ヨロッ

パの経済学者を招へいして開催し、発表された論
文は JAPANESE ECONOMIC REVIEW の特集号として
出版される予定である。 
 
４．研究成果 
(1) 企業動学に関する理論モデル構築 
各企業の設備投資が不完全競争による総需要外部
性を通じて相互補完性を持つモデルを用いて、各
企業の独立な生産性ショックがマクロレベルの振
動を引き起こすメカニズムを解析し、マクロ振動
の確率分布を導出した。また、このメカニズムを
動学一般均衡モデルに導入し、生産物価格強直性
と設備投資の不可分性のもとでは、マクロ生産性
ショックを仮定せずに各企業のショックと景気循
環の振幅の間の相関関係を再現できた。この研究
結果はTheoretical Economicsへ載る予定である。 
 
（2）ボラティリティ、生産性動学、雇用創出 
① 企業レベルとマクロレベルのボラティリティ 
『法人企業統計調査』の個票データを使って 
1980 年代から 2000 年代までの日本企業及びマク
ロレベルのボラティリティを測り、その動向を比
較分析した。企業レベルのボラティリティは 1990
年代後半に上昇する一方で、マクロレベルのボラ
ティリティは個別企業が直面するボラティリティ
と違い全然上昇していないことを明らかにした。
マクロ経済の安定化と逆に、個別企業レベルでの
変動が激しくなったことは、企業間の異質性が増
加し、個別企業とマクロ経済の連動が下がってい
ることを意味する。マクロレベルの景気変動に対
するモニタリングに加え、ショックの影響を受け
やすい企業に対して、個別な政策を実施する必要
がある。この研究結果は Japanese Economic 
Review へ載る予定である。 
 
② 生産性動学分析 
『法人企業統計調査』の個票データを使って生産
性動学分析を行った結果、製造業を中心に TFP 上
昇率の加速が観察された。非製造業に比べて TFP
上昇率が高かった製造業において研究開発のスピ
ルオーバー効果が低下していることを『工業統計
調査』データを用いた分析で明らかにした。研究
開発のスピルオーバー効果が低下した理由として
は生産拠点の海外移転による企業間ネットワーク
を通じたスピルオーバー効果の低下にあることを
示した。この研究結果は『経済研究』に載る予定
である。 
 
③ 雇用創出 
『事業所・企業統計調査』の個票データを用いて
どのような属性を持つ企業が多く雇用を生み出し
ているかについて分析した。小さい企業が多く雇
用を生み出していると言われる通説に反して、雇
用者 500‐5000 人の中堅企業が一番活発に雇用を
作り出していることを明確にした。また、日本で
雇用創出を担っているのは、中小企業よりもむし
ろ社齢が低い企業であることを示した。この研究
結果は『経済研究』に掲載された。新規参入企業
は自分だけが雇用を作り出すだけではなく、既存
企業に競争圧力をかけて雇用を増加させる役割す



ることも判明した。 
 
（３）産業レベルデータによる分析 
① 日本の輸出競争力 
為替相場の変動と単位労働コストが日本の輸出競
争力に与えた効果を韓国、中国と比較しながら分
析した。日本の場合は生産コスト低下が価格競争
力を上げて輸出を増やす効果が小さく、為替レー
トの変動が生産コスト削減努力を打ち消してしま
うことが確認された。したがって、日本企業の輸
出競争力を高めるため、為替相場の安定化政策を
採ること、そしてもし可能であれば円安方向に誘
導することが重要であることを明らかにした。こ
の研究結果は Asian Economic Journal に掲載され
た。 
 
② 生産性と賃金の企業間格差 
賃金と生産性の企業間格差の関係を理論的に考察
し、規模間賃金格差を労働分配率格差と労働生産
性格差、さらに労働生産性の格差を労働の質格差、
資本労働比率格差、TFP 格差に分解する方法を示
した。大企業の賃金は中小企業の 1.7 倍だが、労
働生産性の格差が 2.4 倍、労働分配率差が 0.7 倍
あるためである。労働生産性の企業間格差の原因
は、65％が資本労働比率格差、25％が TFP 格差、
10％が労働の質格差であった。2000 年以降に企業
間格差が拡大する現象が見られた。この研究結果
は『日本労働研究雑誌』に掲載された。 
 
５．主な発表論文等 
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